


























































 (財)社会経済生産性本部は、アメリカにおける Malcolm Baldrige 賞(以下「MB 賞」)を
研究し、国際的にも競争力のある「顧客主導の経営の仕組み」を持つ企業を育成するため
の表彰制度として、1995 年 12 月に「日本経営品質賞」を創設した。そして、96 年から表
彰をはじめ、2007 年で 11 年になる。この間、わが国の経済状況はバブル経済崩壊後の不
況、2000 年前後の IT 不況といわれた時代を乗り越えてきた。不況の時代にあっても、顧
客主導の経営の仕組みを構築している企業は存在している。このような企業や組織を表彰








 2007 年 3 月現在、わが国には 1,259 社のディーラーが存在する。これらのディーラーの
うち、これまで日本経営品質賞を受けたのはネッツトヨタ南国(株)と(株)ホンダカーズ中


























するアメリカの MB 賞に逢着した。すぐに MB 賞の枠組み研究が行われ、日本企業への適
用可能性が検証され、MB 賞の日本版創設の動きへつながった3）。 
 この研究会では、1 年かけて MB 賞を研究し、顧客価値中心の経営を日本に普及・導入
する重要性を指摘した。その後、研究会に参画していた（財）社会経済生産性本部に事務
局等の引き継ぎが要請された。これにより 1994 年 5 月に「CS フォーラム 21」を設置し、
「新たな価値に根ざした経営革新」が産業界に呼びかけられ、約 100 社の幹部が集まり、2
年間、顧客価値の経営実践の評価基準や表彰制度を研究した4）。95 年 12 月には、(財)社会
経済生産性本部が CS フォーラム 21 の提案を受け、「日本経営品質賞(Japan Quality of 
Award）」を創設し、表彰制度が開始された。さらに CS フォーラム 21 を発展的に解消し、


















の新しい概念提起がある。1 つは、進化・発展する品質概念であり、もう 1 つは品質対象
と空間である。進化・発展する品質について、B.T.Gale8） は、品質を戦略的武器と位置づ
















－ 4 － 


























リ テ ィ を 位 置 づ け る





















けている。これは、8 つのカテゴリーと 20 の評価項目の中に織り込み、経営の様々な局面
で判断や意思決定にあたって指針とすべき考え方となっている13）。 

































































































 社会システムの状態把握の 1 つに成熟度がある。組織の成熟度という考え方が、組織の
目的実現に向け、組織の状態をどのように革新・改善するかを認識するため、優れた成果
を得ている組織とそうでない組織の比較検討により誕生した。誕生背景には、品質向上の
様々な方法研究と実践がある。品質管理は、1930 年代に W.A.Shewhart が提唱した統計的






















日本経営品質賞で、競合比較とベンチマーキングを重視する理由は次の 3 つである35）。 






















した。1950 年頃から日本の産業界では、その根底にあった Qualty Control を学ぼうという
動きがあった。50 年に(財)日本科学技術連盟は、当時 GHQ と関係があり、日本の産業事
情を熟知していたコロンビア大学教授で市場調査が専門の Deming を招聘し、統計的品質





ていると認識したからであった37）。これを 1 つの契機に、日本で QC が TQC に発展した。
－ 10 － 
ただ、TQC が一気に浸透したのではなく、50 年代は、Deming に学んだ統計的手法を活用
した統計的品質管理が先行した38）。 
 そして、Deming らの指導により、科学的統計手法を応用した QC を学んだことで、生産
現場を中心に 3M（ムリ、ムダ、ムラ）を排除する品質管理活動が展開された。その後 QC






















析と IT の活用、⑥人材の能力開発、の 6 つに分かれている42）。 
 次に特徴ある活動とは、「基本事項」の 6 つを含め、企業発展の中核となる品質活動で力
を入れ、独自の工夫を行い成果を得ているものであり、少なくとも 1 つはあることである43）。
そして、「首脳部の役割とその発揮」は、TQM 推進において彼らの果たす役割の重要性か







（３）デミング賞と MB 賞の相違 










































設  立： 1980 年 4 月 7 日  
資 本 金： 4,800 万円  
代 表 者： 代表取締役社長 横田 英毅  




売 上 高： 35.1 億円(2006 年 3 月決算)54） 
事 業 所： 高知本店（高知市南川添 10-1）、あさくら太陽店（高知市朝倉南町 8-14）、PIT
高知：高知本店、四国自動車博物館に併設、モーターランドたぢかわ（大豊町）、
四国自動車博物館（野市町大谷） 
－ 13 － 








































































チキャンペーン」を行っている。店内に ATCA(Assistance for Tribal Communities in Asia：5











関係性を構築する CR(customer retention)活動を営業活動の中心としてきた。 






－ 16 － 
＜図表 3 当社における顧客区分＞ 




















していることだろう。朝食サービスは、2001 年 9 月から開始したが、ショールームの営業
時間が早くなったため、従業員が朝食を提供すると顧客が喜んでくれるのではないかとい










































ための戦略課題及び実行計画は、10 業務部門とその部門を横断する 11 プロジェクトチー
ム、専門委員会によって策定している。 
 































－ 19 － 

























 自動車販売業界では支援プロセスは、営業パースン対顧客の構図で成立する One to One














＜図表 4 ビジネスパートナーとの取引内容＞ 
区分 企 業 取 引 内 容 




































設  立： 1969 年 6 月 19 日 
資 本 金： 5,090 万円 
代 表 者： 代表取締役会長 相澤 賢二 
従業員数： 283 名（男 235 名・女 48 名 ※アルバイト・パート含む） 
業務内容： 新車の販売・修理、中古車の販売・修理、部品・用品の販売、自動車保険代理
業等  





技研を退職後、20 代半ばに資本金 50 万円で、1969 年 6 月、鎌倉市台町にホンダセンター
湘南を設立したことに始まる。70 年 8 月に本社を磯子区洋光台に移転し、71 年 2 月に横浜
市瀬谷区に瀬谷営業所、5 月に港南区に港南営業所、72 年に瀬谷区に新しく本社営業所を
開設した。また、74 年 11 月に瀬谷区阿久和町に二輪店も開設した。そして、76 年 3 月に
現在の大和市深見に本社・大和店を開設した。その後も、厚木市下依知に厚木店(77 年 2
月）、緑区に荏田店（79 年 6 月）を開設した。81 年 8 月に系列会社である(株)ホンダベル
ノ大和を設立し、大和市深見西に大和店、82 年 3 月に大和市に中古車センター（現ホンダ
カーズ大和、オートテラス鶴間）を開設し、その後も、ほぼ毎年のように店舗を開設し、
現在に至っている59）。 
 91 年 11 月に(株)ホンダクリオ大和から(株)ホンダクリオ中央神奈川へ社名変更をし、
93 年 9 月に(株)ホンダクリオ湘南と合併し、(株)ホンダクリオ新神奈川となった。また、
06年 9月に(株)ホンダクリオ新神奈川から(株)ホンダカーズ中央神奈川へ社名変更して現
在に至っている。 
－ 22 － 



































している。社長 1 回／週、専務 2～3 回／週、役員／随時、臨店し、運営状況、イベント





















－ 24 － 
＜図表 6 当社の社会要請への対応＞ 





































－ 25 － 


























































































 また、顧客満足の明確化は、当社は本田技研(株)が毎年実施している販売店の CS 調
査(｢A-CS 調査」という)データを顧客満足の指標として活用している。これは全国のホ
－ 28 － 
ンダ系ディーラーに共通の項目で実施し、客観的であり高い信頼度を持つ。当社はこの






















































































































































顧客の要望にすべて対応することが一般的であった。俗にいう One to one マーケティング
である。しかし、当社の場合は、Everyone to one マーケティングのサービスを掲げて、仕
組みを構築している。このなかでは、個人の営業パースンが個人顧客に対応することは、





























 さらに、個人と組織の能力向上では、社員の能力開発は店頭販売での OJT を展開してい
る。そのOJTの基準として 30Sを定め、同じ価値観で現場指導をするために使用している。





















れ、その成功の鍵となった考え方が MB 賞という汎用性のある手法となった82）。 







































－ 36 － 










Bradley T. Gale は、「うまくやっている企業」とは、顧客価値を明確にし、それに応えるという「シ
ンプルな戦略をきちんと実践している企業」としている。（日本経営品質協議会経営品質レポート
2002 年 57 号） 
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－ 37 － 
                                                                                                                                                                
3 号、p33 
30）W.E.Deming は、1900 年に生まれ、1993 年に死去した。彼は米国農務省技師、連邦標準局講師、
陸軍長官顧問、ニューヨーク大学教授を歴任した。統計学、特にサンプリングの理論と実際の世
界的権威であり、アメリカにおける統計的品質管理創始者の 1 人となっている。特に 1950 年以降、
日本での統計的品質管理の進歩に貢献し、60 年には勲 2 等瑞宝章が贈られている。 
31）日本経営品質賞委員会(2007)『前掲書』、pp193-194 
32）社会経済生産性本部編(2007)『前掲書』、pp250-251 







40）デミング賞規定(1951 年制定、72 年 3 月、78 年 10 月、82 年 10 月、86 年 10 月、89 年 10 月、





















a.  日常管理 
標準化と教育訓練により日常業務でトラブルがほとんど発生せず、各
部門の主要な作業が安定して行われていること 


















－ 38 － 






























































－ 39 － 
                                                                                                                                                                
51）土屋(2000)『前掲書』、p15 
52）日本品質革新機構の設立企画ワーキンググループ報告書（土屋(2000)『前掲書』、pp19-20 引用） 




















59）当社のディーラー出店では、失敗が 35%もある。これまで 28 店舗出店し、10 店舗を閉鎖したた



















－ 40 － 











































－ 41 － 











これは当社の登録顧客の 1 割に達する。この優良顧客に対して感謝の気持ちを表すため、PHP を
























換を 1000 円で行っている。1000 円自体考えられない価格であり、会社には赤字である。しかし、
このうちの半分の 500 円をボーナスとして支給している。これにより間接部門の社員でも顧客か
ら給料をもらっていることを実感できている。 
77）30S の取り組みは、元々の 3S（清潔、整頓、整理）から発展し、現在は 30S となった。ただ、
固定的なものではなく、これまで 50 近くの S があったが、社員が覚えることができる範囲という
ことも考え、現在は 30S となっている。ただ、これも固定的なものではなく、流動的で改廃があ
る。30S の言葉それぞれを難しくし、難しくして権威付けしようとしても駄目である。これまで多
－ 42 － 





CS あってこその ES であり、会長が企業に勤めていたときから実感している。また、会長は、コ
ミュニケーションは手書きで対応することを心がけている。社員の誕生月には店長から聞き及ん
だことをコメントしながら 1 枚 1 枚会長自ら毎月 30 枚弱、心を込めて書いている。店長から当該
社員のよいところを書くことは、社員自身にとっては店長から信頼となり、関係も円滑になる。
さらに会長自身で年賀状も毎年 300 枚弱をすべて手書きで書いている。人間はうれしいことは覚
えているものである。 
79）当社の店舗のドアは手動ドアである。以前は自動ドアであったが、手動に換えた。社員が手で
開けて顧客を迎えることで、顧客は歓迎されているのが実感できる。また、当社の店舗には一般
の自動車ディーラーで貼る商品ポスターは一切無い。すべて家庭のリビングのような雰囲気を醸
し出している。そして、壁には顧客の作品を展示し、定期的に作品を入れ替えている。ただ、す
べての壁を展示スペースにするのではなく、リースの絵を飾ることもある。すべてを展示スペー
スにすると、特定顧客のための店舗と思われる可能性があるためである。展示は、顧客の中から
リーダーシップによりそのグループにより飾り付け、付け替えてもらっている。このスペースは
現在深見店と霧が丘店にある。 
80）まず、1)ビジネスパートナーを選定する方法では、①当社と資本関係がない、②運命共同体と
して長い付き合いができる、③社会的信用度の高い会社、ということが基準となる。また、2)ビ
ジネスパートナーとのコミュニケーションでは、①すべてのビジネスパートナーには当社の新年
と夏の「全社員大会」に参加していただき、経営計画や価値観の共通理解を促進している、②保
険関係のパートナーとは毎月の定例会議を設けて情報交換を行っている、③本田技研工業(株)の
当社窓口は本田技研関東営業部であり、定期的な会合を持っている。現在の本田技研工業(株)の
社長は現場主義ということもあり、当社も訪問いただくなど関係強化につながっている。④主要
なビジネスパートナーへの支援活動の 1 つに、ビジネスパートナーの後継者育成があるが、その
一環として、数社の子息を預かって育成の協力を行っている、ことである。そして、3)ビジネス
パートナーとの一体活動では、①新車の納車を円滑に進めるために、新車保管を依頼している(株)
デポックスに納車整備も 60％を依頼している。②クレジット契約は(株)ホンダファイナンスを中
心にしている。これは信用とお客様対応の質の向上を配慮しての取り組みである。③広告に関し
ては 2 社に絞っている。また基本的に「合い見積もり」は取らない。品質第一の本業勝負がお客
様満足の向上につながると考えるからである。④保険関係のビジネスパートナーとは一体となっ
た活動が実現しており、プロ代理店が拠点単位の担当制を原則とする、ことがあげられる。 
81）岡本正耿(2007)『経営品質入門(新版）』生産性出版、pp3-4 
82）土屋(2000)『前掲書』、p123 
